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前章で述べたように本章ではアメリカ法の動向についてみていくことにす
る。まず，第一節で判例の動向を一瞥し，次に第二節では，疫学的証明をめぐ
る議論について，第三節では，前章で述べた確率的因果関係論に関連する， DE
S訴訟のSindell判決を契機として有力となった割合的責任理論をめぐる議論に
ついて，そして，第四節では， Bendectin訴訟のDaubert判決を契機として盛ん
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になっている科学的証拠をめぐる議論についてみていこう。最後に第五節で，
第一章に提起した日本法における解決への示唆を得るべく これらアメリカ法
の議論を整理することにしたい。
第一節 判例の動向
1980年代以降，アメリカ合衆国では，科学技術が飛躍的に発展してきた反面
で，有毒物質による大規模被害が問題になってきた。有毒物質に曝露されて健
康被害を被った者らが加害者側に損害賠償を請求するには有毒物質曝露の
原因となった加害行為と健康被害との聞における因果関係を証明することが必
要である。しかし，このような大規模被害において，加害行為者らが多数存在
したり，当該健康被害が有毒物質以外の原因によることも考えられる場合には，
原告が，当該因果関係を個別的に証明することは困難である。これに対して，
被害が大規模に発生しているので，統計資料を通じて当該加害行為者が当該原
告に被害を発生させた可能性を算定することは比較的容易である。
このような事情によって，以下にみるような判例においては，統計資料を通
じて因果関係を認定することの当否をめぐって争いが展開されてきたのである。
大規模被害訴訟に関する因果関係の証明に関する論稿は これらの判例を念
頭において議論を進めているし，一方，判例法理は，学説の示唆を受けつつ形
成されてきている。そこで本節では次節以下で学説の動向について考察す
る前提として，大規模被害訴訟で因果関係の存否について争われた訴訟のうち
で，とくに学説の論議の対象になった主要な判例についてみていこう（！）。具体
的には， GBS訴訟（一）， DES訴訟（二），アスベスト訴訟（三），核実験被爆訴
訟（四）, Agent Orange訴訟（五）及び~Bendictin訴訟（六）をとりあげてみ
たい。
一， GBS訴訟（2) 
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1976年，連邦政府は，流行性感官（swineflu）の流行を防止するために，流
行性感冒ワクチン法（SwineFlu Vaccine Act）に基づいてインフルエンザ
予防接種計画（NationalInfluenza Immunization Program）を実施したが，
予防接種を受けた者らのなかに，ギラン・バレー症候群（Guillian-Barre Syn 
drome, GBS）に，罷患する者が通常よりも多く現れた。 GBSに擢患すると，無
熱，筋痛，運動減弱及び腿反射消失などの症状が発生する。一般の，陸患率は，
1 /100,000であるのに対して，感冒の予防接種を受けた者の，罷患率はこの 7
倍に達したのである。
GBSに擢患した者らは，連邦不法行為法（FederalTort Claims Act ）に基づ
いて，連邦政府に対して損害賠償を請求した。この訴訟において，予防接種と
GBS催患との聞における因果関係の存否が争われた。
疾病対策予防センター（Centerfor Disease Control,CDC）による統計調査
は，予防接種を受けた者がGBSに発症するのは，当該接種後3週間をピークと
して 5週間以内に集中し， 1週間後以降は当該接種とGBSとの聞に統計的に相
当な関連性が存しないことを示した。
そこで，裁判所は， 1週間以上経過して発症した事案について，担当医師の
診断から個別的に因果関係が証明された場合を除いて（ 3）＇原告らが提出した，
CDCの見解に反する証拠資料の証拠能力や証明力を否定して，原告らの請求を
却下してきた（ 4）。
二 DES訴訟（5)
DESとは，合成ホルモン製剤であり， 1947年連邦食品医薬品局（Federal
Food and Drug Administration,FDA）は， DESを流産防止目的で処方するこ
とを認可した。ところが， 1971年，母親の胎内でDESに曝露された女子に，一
般に発症することが極めて稀である腺癌（臆・子宮腔部に発生する癌， cel
adenocarcinoma）の発症する者が存することが報告されたので， FDAは， DE
Sを流産防止目的で処方することについて認可を取り消した。
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被害者らは，流産防止目的でDESを製造または市販した製薬会社らに対して
損害賠償を請求した。原告らは，加害者を特定すべく 当該製造市販と損害と
の聞における因果関係を証明しなければならないが，次のような諸事情によっ
て，原告がこのような証明をするのは困難である。①発病までに10年以上の潜
伏期間が存する，②DES製造者の数は， 200～300社ときわめて多数存在する，
③どの製造者によって製造されるDESも同種の薬品であるので，薬剤師は，特
定のブランドによるのではなく，在庫によってDESを処方する，という諸事情
が存したのである。
一般に裁判所は，因果関係の証明がないとして，原告らの請求を却下したが，
従来の判例法理を通じて，被告らに連帯責任（jointand several liability ）を
課して原告らを救済するものもあった。
1980年，カリフォルニア州最高裁判所は， Sindellv.Abbott Labs.において，
市場占有率責任理論（marketshare liability）を定立して，被告らに分割責任
(several liability）を課すことで原告らを救済した（ 6）。この法理によれば，原
告らが，相当の市場シェア（substantialshare）に達するまで，加害行為者らを
共同被告として訴えたならば，因果関係不存在について反証を挙げることがで
きない被告は，当該市場占有率に応じて責任を負うことになるのである。その
後， DES訴訟において連帯責任あるいは分割責任を被告らに負担させる法理
を通じて，加害者を特定する証明ができない原告を救済する立場をとる方向に
進んだ州もあるが，このような原告の救済を認めていない州もある。
三，アスベスト訴訟（7)
建設現場や造船所で使用される資材には，アスベストが含有されているので，
そこで働く労働者らは，大量のアスベスト粉塵に曝露されることになる。曝露
されたアスベストの量が多くなるにしたがって，アスベスト症（asbestosis),
肺癌（bronchogeniccarcinoma）及び、中皮腫（mesothelioma）に擢患する相対危
険度もまた大きくなっていくことが，疫学的に証明されてきた。
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大量のアスベスト粉塵に曝露されて，これらの疾病に擢患した労働者らは，
アスベスト製品製造者らに対して損害賠償を請求した。
原告は，加害者を特定すべく，当該製造行為と擢患した疾病との聞における
因果関係を証明しなければならないが，次のような諸事情によって，原告らの
中にはこのような証明ができない者も存在した。①これらの疾病が発症するま
でに長期の潜伏期間が存在する，②曝露粉塵を発生させたアスベスト製品の製
造者らがきわめて多数存在し とくに多くの現場で働いてきた者は，非常に多
数の製造者の製品による粉塵に曝露されている，及び③肺癌については，喫煙
など他の原因によることも考えられる という事情があるのである。
一般に，因果関係を証明できない原告の救済は否定されきた。 DES訴訟で定
立された市場占有率責任理論を適用することも原告らは主張したが，アスベス
ト製品はその種類によって，原告に対する危険性の程度が異なるなどとして，
また肺癌については喫煙など他の原因による可能性もあるので，この法理の適
用は認められなかったのである。
四，核実験被爆訴訟は）
この訴訟は，ネパタ州において1951年から1962年にかけて行われた空中原子
核爆発実験から発生した放射性降下物によって放射能に曝露されて癌や白血
病などに擢患した住民らが，連邦不法行為法に基づいて，合衆国に対して当該
健康被害につき損害賠償を請求したものである。この訴訟において，核実験と
疾病（死亡）との間における因果関係の存否について争われた。
原告らが，当該因果関係について個別的に証明することは困難である。放射
能に曝露されてから癌や白血病などが発病するまでには 10～30年の潜伏期間
が存するし，また，放射能に曝露された者のうち全ての者が癌や白血病などに
擢患するわけで、はなく 癌や白血病は放射能曝露による特異性疾患ではないの
で，放射能に曝露された者が当該疾病に催患した場合でも他の原因によること
も考えられるからである。
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ユタ連邦地方裁判所は，因果関係を証明することが困難である事案について，
これまでの判例を参照して当事者や問題の状況や必要性に応じて被害者を救
済する枠組みを形成するべきであるものと解した（ 9）。このような判断に基づい
て，被告が，疾病のリスクを増大させる放射能による危険をある集団に対して
過失によって発生させその集団に属する原告が当該危険に対応した疾病に
擢患したことが証明される場合には，「陪審は，被告による反証のない限り，当
該危険が当該疾病の原因であると合理的に決定できる」としたうえで，本件事
案において，具体的に次の要件に該当する原告は，これに該当すると判示し
た（川。その要件とは，①原告が，ネパダ核実験からの放射性降下物によって，
通常より高濃度の放射能に曝露された②原告の疾病は放射能曝露によって発
生することが判明しているタイプの疾病である，及び③原告は， 1951年から
1962年までのある期間，当該実験が実施された場所の付近に居住していた，と
いうものである。
そして，各々の原告について，当該疾病が放射線曝露によるものと推認でき
るか否か，統計資料を通じて個別的に判断した(11)0 
五， AgentOrange訴訟(12)
この訴訟は，ベトナム戦争において散布された枯葉剤（AgentOrange）に含
有されているダイオキシンに曝露されて，癌などの皮膚・内臓疾患，流産，奇
形児出産等の被害を被った退役兵やその家族らが，その製造者らに対して損害
賠償を請求したものである。原告らの疾病の原因は，枯葉剤が含有するダイオ
キシンのほかに，現地で散布されていた農薬など様々なものが考えられるので，
枯葉剤製造行為と当該疾病との聞における因果関係を証明することは困難であ
る。また，戦地で散布された枯葉剤を製造した者は複数存在し，複数の製造者
らが製造した枯葉剤が混合されて散布されたので，疾病の原因が枯葉剤である
としても，被害者らが，加害製造者を特定することは困難なのである。
1979年，退役兵ら約15,000人は，ニュー・ヨーク連邦地方裁判所において，
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戦地で散布された枯葉剤を製造した 7社（DowChemical社ら）に対して，損害
賠償を請求するクラス・アクション（classaction）を提起した。
同裁判所は， 1984年の和解決定において，被告らは，原告らのクラスに対し
て，統計資料等によって算定される，健康被害の危険に寄与した限度で損害賠
償をする旨決定した（問。
一部の原告らはこの和解決定に応じなかったが，翌年，同裁判所は，因果関
係に関して原告らが提出した証拠について，次のようにその証明力や証拠能力
を否定して損害賠償請求を却下した（ヘ①流産や先天性障害についてCDCに
よる統計調査，及び，退役兵らの健康被害について，空軍による統計調査やオー
ストラリアにおける統計調査は，因果関係の存在を示していない（凶，②原告ら
が提出した動物実験資料やダイオキシン曝露労働者調査は ダイオキシンが疾
病を発生させ得ることを証明するにすぎず，枯葉剤が原告らに損害を与えたこ
とを証明するものではない(16），及び③原告らが提出した疫学証拠には，因果関
係を推認するに値する科学的基礎が存しないので証拠能力がない(17），と。
和解決定においては原告に対する危険に被告が寄与した限度で責任を負担
する割合的責任によって解決がなされたが原告らは因果関係について証拠
の優越に達するような疫学的証明をすることができなかったので，損害賠償請
求が認容される勝訴判決を得ることはできなかったのである。
六， Bendectin訴訟(18)
Bendictinとは，妊娠中の吐気を止める医薬品である。 1956年，連邦食品医薬
品局は，この医薬品を安全で有効で、あるとして認可した。この医薬品が市販さ
れた1957年から， Merrell社が市場から撤退した1983年までに， 3,000万人以上
もの女性がこの医薬品を服用してきており，認可は取消されていない。ところ
が，この医薬品を妊娠中服用した女性が出産した子らの中に，障害とくに四肢
障害(limbreduction defect）を有する者が現れた。
母親が妊娠中にBendectinを服用した子とその家族らは，当該障害の原因が
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この医薬品にあると主張して，製造者に対して損害賠償を請求する訴訟を提起
した。公刊された統計資料は， Bendectin服用と四肢障害との関連性を否定し
ていたのに対して，原告らは，化学構造，動物実験，及び当該関連性を否定す
る疫学的評価を不当とする評価などを援用して製造行為と障害との間におけ
る因果関係が存在するものと主張した。これに対して連邦高等裁判所におい
て，初期の判決には原告の請求を認める方向を示すものもあったが（19），その後
の諸判決は，原告らが提出した証拠資料について公刊されたり学界の評価を
受けるなどしていないとしてその証拠能力を否定して原告の請求を却下した
第一審判決を肯定して原告の控訴を退けてきた（加）。
第九巡回区連邦高等裁判所もまた Daubertv.Merrell Dow Pharmaceutic-
als,Inc.において， Bendectinが四肢障害を発生させる有害性を示す，原告が提
出した証拠について，コロンピア特別区連邦高等裁判所が1923年にFryev.U.S. 
において定立した，「関i車科学界（relevantscientific community ）において信
頼で、きるものとして一般に受け入れられている」という準則（generalaccepta-
nce rule）に基づいて（21
原告の控訴を退けた（制O
しかし，これに対して原告が上告したところ， 1993年，連邦最高裁判所は，
「科学的知見（scientificknowledge ），技術的知見（technicalknow ledge ）等専
門的知識（specializedknow ledge）が，陪審にとって証拠を理解し争点となって
いる事実を認定する助力となる場合には，知識，熟練，経験及び教育によって
専門家として資格のある証人は，意見等の形で証言してもよいJ，と規定した
連邦証拠規則（FederalRule of Evidence)702条から（制，科学的証拠が証拠能
力を有する要件を次のように規定して原審を取消して高裁に差戻した（制。
まず，本判決は，連邦証拠規則702条制定によって， Frye判決が定立した準
則が排除されたことを明確にした（25）。そして本条において証拠能力が認めら
れる要件として，①当該証拠の信頼性（reliability），及び②当該事実認定との
関連性（relevancy）を規定した（お）。本条が規定するように，ある推論や主張が
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「科学的知見」に該当するには，合理的な科学的方法によって得られたもの，
即ち，信頼できる基礎を有するものであることが要求され，また，「陪審にとっ
て証拠を理解し争点となっている事実を認定する助力となるjには，証拠が当
該認定と関連することが要求されるのである。そして，要件①の信頼性につい
て，当該知見が，公刊されていることは必ずしも要求されるのではないと解さ
れたのである（27)
七，小括
これまでみてきたように有毒物質による被害に関する大規模被害訴訟にお
いて，因果関係を個別的に証明することは困難であるのは，次のような諸事情
などによるものであった。疾病が発症する過程が科学的に正確に解明されてい
ないのに加えて，①発症した疾病が，当該有毒物質によることのほかに，既住
症，喫煙，農薬曝露など他の原因による可能性もまた存在する（GBS訴訟，ア
スベスト訴訟，核実験被爆訴訟， AgentOrange訴訟， Bendectin訴訟），②多数
の製造者が存在しているので，加害者を特定するのが困難である（DES訴訟，
アスベスト訴訟， AgentOrange訴訟），及び③有害物質に曝露されてから疾病
が発症するまでに長期の潜伏期間が存在する（DES訴訟，アスベスト訴訟，核
実験被爆訴訟， AgentOrange訴訟， Bendectin訴訟），などの諸事情が存するの
である。
このような事案において裁判所は個別的証拠によるのみでは因果関係を
認定できない場合でも，非特異性疾患については統計資料を通じた疫学的証
明を通じて因果関係の存否について認定してきた。
また， DES訴訟のように，発症した疾病が特異性疾患であり，かつ市場シェ
アのように統計資料によって合理的に責任を分割する基準が存する事案におい
ては，因果関係を証明できない原告について，一定の要件のもとで被告らに割
合的に責任を負担させる判例も現れた。
有害物質による大規模被害に関する判例において因果関係の疫学的証明が
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定着していくなかで科学的知見に基づく疫学証拠の証明力や証拠能力につい
ていかに判断すべきか という問題が強く認識されるようになってきた。この
証拠能力について， 1993年，連邦最高裁判所は， Daubert判決において，①当該
証拠の信頼性及び②当該事実認定との関連性，という要件を連邦証拠規則702
条の解釈を通じて規定した。
これらの課題に関して，学説は，これまでにみてきたような判例を念頭に置
きつつ議論を展開してきている。大規模被害訴訟の諸判決が現れてきた1980年
頃から，因果関係の疫学的証明（epidemiologicalproof）を巡る議論が盛んになっ
た。また，この議論と並行して， DES訴訟で定立された市場占有率責任理論を
巡る議論が展開されさらにこの法理を拡張して原告の危険に対して寄与し
た程度に応じて加害行為者らが責任を負担させる法理である，割合的責任理論
(proportional liability）が提唱され，この理論を巡って議論が展開されてきて
いる。
近年では，疫学的因果関係論や割合的責任理論において，因果関係や責任を
認定する基礎となる疫学証拠に関する科学的証拠（scientificevidence ）を巡る
議論が，とくにDaubert判決を契機として盛んになされている。
そこで，次節以下では，これらの学説の動向について，具体的には，因果関
係の疫学的証明（第二節），割合的責任理論（第三節），及び科学的証拠（第四
節）を巡る議論について，考察していくことにしよう。（なお，割合的責任論
の基礎になる市場占有率責任理論に関する議論は，前稿（注（ 5 ) ）で考察した
ので，本稿では詳細に論じない。） o
第二節 因果関係の疫学的証明（epidemiologicalproof) 
かつて米ソ冷戦時代に， Estepは，核実験によって被爆し白血病等に擢患し
た者が損害賠償を請求するにあたって統計資料によって因果関係を証明する
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必要性が大きくなることを指摘していた（則。
GBS訴訟以降，第一節でみてきたような大規模被害訴訟において因果関係を
疫学的に証明することについて，学説においても， HallとSilbergeld,Blackと
Lilienfeld，及び、McElveenとEddyなどによってその必要性が認識されてきた（制。
因果関係について，個別的証拠による証明（paticularisticproof）だけでなく，
統計資料による証明（statisticalproof）も認めるべきことが提唱されたのであ
る。即ち，例えば，薬害において，因果関係について，医師の診断によって証
拠の優越（prepondenceof evidence）に至る証明がなされた場合と同様に，統
計資料によって相対危険度（relative risk）が2.0を超えることが示されると証
拠の優越に達するのである。
因果関係の疫学的証明を認める見解に対しては様々な観点から問題点が指
摘されている。①因果関係の疫学的証明は，因果関係の証明に関する従来のル－
Jv (traditional rule）から逸脱しており，因果関係を証明するものではない，②
公平（fairness）に反して損害コストが分配される，③疫学を通じて因果関係を
認定することは，裁判所の事実認定能力の限界を超えている，という問題点で
ある。
そこで，本節ではこれらの問題点について考察していこう。
一，因果関係の証明力
不法行為における因果関係の証明とは，加害行為が当該被害者に損害を与え
たことを証明することであるのはいうまでもない。
疫学的証明がこのような証明に該当し得ないのではないかという問題点が
Doreなどによって指摘された側。
疫学によって証明されるのは当該物質がある集団に癌など疾病の発生を増
加させたということであり，その集団に属する特定の者を癌など疾病に，罷患さ
せたということではないことが明確に指摘されたのである。加害行為者と疾病
に催患した者との関係についていえば加害行為者が疾病に擢患する危険に寄
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与したことが，疫学によって証明されているにすぎないというのである。
このDoreなどによる指摘に対して， HallとSilbergeldは，次のような根拠を
示して，因果関係の疫学的証明が合理的であると反論した。
第一に，不法行為法の目的は公平（fairness）と経済的効率性（economiceff ic-
iency）にあるが，有害物質による被害の事案については，困果関係の証明につ
いて従来の基準（traditionalstandards of proof of causation）を維持するな
らばこれらの目的に反する というものである（31)。これらの目的に照らして，
加害企業らと被害者らとの損害コストを負担する資力を比較すれば，前者が優
位であるので，原告らが因果関係を証明する負担を軽減するのが妥当であると
いえるのである。
その後Dore~ま，このような目的で疫学を通じて因果関係を認定する場合に
は，民事裁判が担っている私権に関わる紛争の解決を越えて，ある集団を救済
するか否かという判断がなされることになり，司法権の限度を越えることにな
る，という問題点を指摘した（制。
第二に，疫学的証拠も因果関係を証明する証拠に該当するというものであ
る（問。疫学的証拠は原告の損害が特定の有害物質によることを証明するもの
ではないが，少なくとも，当該因果関係を間接的に証明する状況証拠（circums-
tan tial evidence）になり得るのである。
そして，疫学的証明を含めて原告が因果関係を証明する基準として，①疾病
を発症させるに十分な有害物質への曝露②当該疾患が当該物質によることが
生物学的に説明がつくこと，③原告が当該疾病に，罷患した診断，及び④当該物
質に曝露されて原告が当該疾病に，寵患したことが科学的に矛盾なく説明できる
という専門家の意見を呈示した（判。これらの要件のなかで，要件②に関する
証明が，動物実験等を伴った疫学的証明を通じてなされることになる（制。
二，損害コスト分配の公平性
因果関係を疫学的に証明することを認めるならば，一般に疫学的証明が援用
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される大規模被害訴訟において，救済の対象となる原告らの間で次のような不
公平が生じることが BlackやLilienfeldなどによって指摘されてきた。
第一に，有害物質によって発症する疾病に長期の潜伏期間がある場合には，
初期に疾病に擢患した原告には疫学的証明を裏付けるに値するデータが十分に
存在しないので，救済を受けられない可能性が大きい，という不公平である
（吋irstcase probrem”）（お）。発症する時期が早ければ早いほど，データが不
十分なために，原告に帰責事由がないにもかかわらず，原告が救済を受けにく
いことになる。
Blackらは，出訴期限法（statuteof limitations）の改革，共同証拠収集制度
(joint collection of evidence）の整備，及び刑事事件における検死制度のよう
に症状の記録を適切に保存することによって，この問題を解決することを提言
した（釘）0 
第二に，被告が原告らに与えた損害額に応じて損害賠償がなされない，とい
う不公平である（則。統計によって導出された相対危険度が因果関係の証明に
ついて証拠の優越に値するとされる一定値を超えるならば原告らの中には被
害者ではないものが存し得るにもかかわらず一定の原告ら全てが損害賠償を
受けることになり，賠償総額が被告による実損額よりも超過する（over-compe-
nsation）。一方，当該相対危険度が当該一定値に満たない場合には，原告らの
中には被害者が存在するにもかかわらず全ての者が損害賠償を受けられない
ことになり，実際に損害を発生させた被告は一切損害賠償を負担しないことに
なるのである（under-compensation）。
そこで，BlackらやRosenbergは，このような不公平を招かないように，原告
が健康被害を被る危険に被告が寄与した程度に応じて被告らに責任を負担さ
せることを提唱した（則。
三，裁判所の事実認定能力
因果関係を疫学的に証明することが認められるならば，裁判所は，当事者ら
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によって提出された統計資料等に基づいて，相対危険度を評価して因果関係の
存否について認定することになる。
第一節でみてきたような訴訟などにおいては，当該物質と当該疾病との関連
性について，原告側からはこれを肯定する証拠資料が，反対に，被告側からは
これを否定する証拠資料が，それぞれ多数にわたって提出されるのが通常であ
る。
これらの証拠に基づいて，陪審は，因果関係の存否について認定することに
なるが，科学に関して専門的知識を有しない陪審が，因果関係を合理的に認定
するのは困難である（刷。陪審は統計資料が直接的に因果関係を証明するので
ないことを認i哉しなければならないのに加えて，原告の症状の診断，有毒物質
に曝露された者らの範囲，曝露された者が他の原因で疾病に催患した可能性，
相対危険度算定における有毒物質に曝露された集団に対する比較集団の選択の
適切性，及び有毒物質曝露と疾病との関連性の評価，などについて合理的に認
定されているか否か判断しなければならないが，専門家でない陪審員は，一般
に科学的資料を過剰に信頼する傾向があるので，実際よりも証拠の価値を高く
評価してしまう可能性が大きいのである。
裁判所は，提出された疫学証拠の証拠能力について，具体的には， Daubert
判決が定立した準則（第一節六）によれば，当該証拠に信頼性及び関連性が存
するか否かについて判断する（41）。そして，陪審は，裁判所の適切な説示に従っ
て，このようにして証拠能力が認められた証拠を通じて因果関係の存否につい
て認定することになる（制。
このように疫学証拠による因果関係について裁判所は合理的な認定をする
ことカfできるのであろうか。
HallとSilbergeldは，第一節にみたGBS訴訟における諸判決に鑑みて，裁判
官や陪審に，疫学によって因果関係を認定する能力が存在することを実証し
た（必）0 裁判官については， CDCの疫学調査に基づいて，予防接種後10週間を過
ぎてGBSを発症した患者らについて因果関係の存在を否定して一貫性ある解決
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を図ってきたことから疫学による因果関係の証明を認めることによって，救
済に値しない原告までもが救済されることになるのではない，即ち，原告らの
救済について厳格さや一貫性を欠くことにはならないし，また，証拠の信頼性
について十分に精査して原告が提出した証拠の証拠能力や証明力を否定してお
り，疫学的証明によって合理的に因果関係を認定する能力を有するものと解し
た。また，陪審については，医療過誤訴訟や反トラスト訴訟において日常的に
技術的で複雑な証拠に接しており 弁護士の適切な証拠提示や裁判官の適切な
説示によって，不合理な事実認定をすることは回避できるものと解した。
この実証的見解に対して さらにその後 Doretま より広くタバコ訴訟など
の事案について考察して，実際に，疫学証拠の証拠能力や証明力の解釈につい
て厳格さや一貫性を欠くことを指摘した（州。
これまでみてきたように，連邦証拠規則702条以下は，疫学証拠のような科
学的証拠の証拠能力や証明力について裁判所が判断することを前提としている
し，第一節にみてきたように，またHallとSilbergeldが指摘したように，裁判所
は，事案に応じてまさしく疫学を通じて因果関係を認定してきたのである。
とはいえ，科学的証拠には専門性があるし，学界においても解明されていな
し問題も存在するので，裁判所の判断能力に限界があるのは否めないであろ
う（制。そこで，疫学証拠による因果関係の認定に関して制度改革が提唱されて
いる。 Dicksonは，裁判手続の改革を，また， Brennani土，裁判所を補助する行
政機関の設置を提案した。
Dicksonは，陪審による不合理な認定を防止すべく，裁判所が証拠能力を決
定できる範囲を拡張し，さらに，証拠の範囲を限定する事実審理前手続を強化
することを提唱した（刷。
一方， Brennanは，同一事案の訴訟について合理的に一貫した解決を図るこ
とに資するべく，連邦行政機関（federal agency）として科学パネル（Science
Panel）を設置することを提唱した（へこの機関は，科学者ら，消費者ら，労働
者ら及び産業界の代表者らなどによって構成され，有害物質による被害に関す
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る情報を提供することを通じて因果関係の認定について裁判所を補助する機
能を有するのである。
四，小括
大規模被害訴訟において，疫学的証明を通じて因果関係の認定がなされてき
たが，これに対して学説においても，このような証明方法の重要性が認識され，
因果関係の証明力損害コスト分配の公平性及び裁判所の事実認定などに関
する問題点について議論が展開されてきた。
これらの問題点を克服して，大規模被害における被害者救済について合理的
な解決がなされるべきことはいうまでもないだろう。このためには，二つの方
向が考えられよう。
第一に，民事訴訟と連携して，もしくは民事訴訟によることなく，行政機関
等を通じて公平な解決を図る制度を確立する方向である。
第二に，現行の民事訴訟制度を通じて，裁判所が，大規模被害訴訟に対応す
べく，因果関係などに関する事実を合理的に認定して，それに対応して公平に
かなった解決に導く方向である。
本稿は，第一章で述べたように，不法行為訴訟における因果関係の認定につ
いて，アメリカ法から示唆を得ることを目的としているので，次節以下では，
第二の方向について考察を進めていくことにしよう。
そこで，因果関係の疫学的証明における問題点を解決するために，第二節で
は，疫学的証明による因果関係の認定による不公平な損害コスト分配を解消す
べく，提唱されてきた割合的責任理論を巡る議論について，そして第三節では，
疫学的証明を通じて裁判所が因果関係を認定する基礎となる，科学的証拠の証
拠能力などを巡る議論について考察していくことにしたい。
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